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京都府における≪働き方改革≫の必要性

京都府は、パートタイム比率の高い産業（宿泊業・小売業・飲食業等）が集積しており、またアルバイトに励む大学生も多いこと等から、非正規雇用者の割合が全国で３番目に高い状況となっています。こうした分野では、非正規雇用者の増加に伴って正社員の業務負担が増えること、京都には多くの本社が置かれており企画・研究開発部門等に従事する労働者が多いこと等から、週６０時間以上就労（脳・心臓疾患の労災の認定基準に相当する水準）している雇用者の割合が全国３番目に高くなっていると考えられています。
このことは、非正規雇用者が社員として働くことを躊躇させるほか、女性が出産、育児を契機として就労の継続を断念することにつながりやすく、女性の活躍を抑制する要因となります。また、育児時間の確保を困難にし、少子化を加速させかねません。非正規雇用者の割合の高さと相まって、京都府における合計特殊出生率は、全国で３番目に低くなっています。
このような状況において、労働者の健康と生き生きとした職業生活の実現、及び「女性の活躍」を促進するためには、労使が協力して仕事の進め方の見直しや能率向上に取り組み「長時間労働の削減」「年次有給休暇の取得率向上」など、仕事と生活の調和（ワ―ク・ライフ・バランス）を図ることが必要であり、「非正規雇用労働者の正社員転換の促進、処遇改善」などこれまでの働き方を見直す必要があります。
今こそ≪働き方改革≫を実現していくことが求められています。

改革の適正化≪オ－ル京都で取り組みます≫
例・１＝現状：長時間就労者に増加―京都府では週６０時間以上就労している雇用者の
　　　　　割合　①　東京都・１１．２％　②　北海道・１１．１％　③　京都府・１１．１％

例・２＝現状：非正規子雇用―京都府では非正規雇用者の割合は　
　　　　　　　　　①　沖縄県・４４．５％　②　北海道・４２．８％　③　京都府・４１．８％

例・３＝現状：合計特殊出生率は

　　　　　　　　　①　東京都・１．２４％　②　北海道・１．３１％　③　京都府・１．３５％

改革の要点

ワ―ク・ライフ・バランス＝健康確保＝少子化の緩和＝生活の安定

　　　　　　　　　　　　　　　　男性の家事・育児参加＝女性の活躍＝経済成長＝人材確保
１．　長時間労働の削減　２．　賃金不払い残業の解消　３．　女性の活躍推進

３．　男女雇用機会均等法野履行　４．　非正規雇用者の雇用の安定　５．　パートタイム労　
　　　動者の賃金・待遇促進　６．　労働条件向上と職場環境の整備　など
厚生労働省・国土交通省

《建設職人基本法基本計画》骨子案
≪労働安全衛生法≫の経費支払明示と一人親方の労災特別加入促進

３月１６日に施行した建設職人基本法に基づいて、政府に策定が求められている≪建設工事従事者の安全および健康の確保に関する基本的な計画（基本計画）
≪建設職人基本法≫とは、
公共工事のみならず民間工事も含めて、適正な請負代金や工期での請負契約締結により、安全衛生に必要な経費を確保することで、最終的に建設現場で働く従事者の処遇の改善や担い手確保につなげていくことを基本理念としています。

≪基本計画≫では、

この前提となる請負契約の適正化などとあわせて、建設工事の従事者に対する安全と健康の確保に関する施策を行政として推進するための、いわば≪アクションプラン≫という位置付けになるでしょう。

≪ポイント≫となるのは、

安全衛生や健康確保に関する経費（安全衛生経費）の適切で明確な積算と、現行の労働安全衛生法では、直接の保護の対象になっていない一人親方への対応の２点。
≪一人親方≫に関しては、

労災保険の「特別加入〕制度を促進する必要性が示され、これまで任意としてきた従来の対応から制度加入の積極的な働き掛けという踏み込んだ対応へとなる模様です。

≪骨子案≫では、≪具体的≫な方向性を、
死亡災害が後を絶えない現状を踏まえ、安全と健康を確保する環境整備、一人親方問題への対処、待遇改善や地位向上による中長期的な担い手確保の必要性を示した。
工事請負契約での安全衛生経費について、実態を把握した上で下請まで適正に支払われる実効性ある施策を検討、労働時間の削減に向け、発注時から適切な工期設定も行う。

また、一人親方問題では、労災保険の特別加入を促進するのと併せ、元請が一人親方の特別加入状況の把握に努め、制度の普及を図る。
なお、安全確保と併せ、健康に対する意識も高めるため、工事従事者のメンタルヘルス対策や熱中症対策など、心身の健康を確保する自主的な取り組みも促す。安全と健康には、工事従事者の処遇改善や地位の向上も不可欠との観点から、社会保険加入の徹底や建設キャリアアップシステムの活用、働き方改革の推進も明記した。建設現場の生産性向上策の

推進も盛り込んだ。

骨子案は≪パブリックコメント≫され、５月下旬に基本計画として正式に決定した後、６月の閣議決定を目指すとしている。　　　※　【パブリックコメント】は、５月８日で終了です。
【一人親方の特別加入】　は、厚生労働省認可の当事務組合へ
なお、労災保険・雇用保険・社会保険のご相談も
労働保険を　　　　　　　　どちらも社長失格です
　事　業　主　の　皆　様　へ　
平成２８年　京都府内の高年齢者の雇用状況について

京都労働局では、高年齢者の雇用状況について、「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」
に基づき、平成２８年６月１日現在の報告を求め、常用労働者数３１人以上規模の企業２，８９１社の

状況を集計しました。概要は以下のとおりです。

１・「高年齢者雇用確保措置】の実施状況

　高年齢者を65歳以上まで雇用するための雇用確保措置を実施している企業の割合は、結果

９９．１％（２，８６４社）となり、前年より８２社増加しています。平成２５年４月「高齢者雇用安定法」
の改正後、企業における雇用確保措置の実施が着実に進み、９９％を超えるところまで進みました。
　企業の規模別にみると、３０１人以上規模の企業で９９．７％、５１～３００人規模の企業では

９９．６％、３１～５０人規模の企業で９８．０％となっています。

２・「希望者全員が６５歳以上まで働ける企業」の割合

　希望者全員が６５歳以上まで働ける企業の割合は、７６．８％（２，２２０社）全国平均を上回って　
います。

  企業の規模の企業別にみると、３０１人以上規模の企業では６０．３％、５１～３００人規模の企業

では７４．９％、３１～５０人規模の企業では８４．６％となっています。

３・「７０歳以上まで働ける企業」の割合

　　　７０歳以上まで働ける企業の割合は、１９，９％（５７５社）となっています。

平成２９年５月１日から
「６５歳超雇用推進助成金」（６５歳超継続雇用促進コース）の

助成額等を変更する予定です。

「６５歳超雇用推進助成金」（６５歳超継続雇用促進コース）は、平成２９年５月１日から、助成額や対象経費の一部を変更します。今後ご利用をお考えの事業主の皆様は、ご留意ください。
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決算による変更届は義務
　建設業法　≪法第１１条第２項≫　により。建設業許可を受けた建設業者は　≪法の定め≫　により

毎年、決算申告終了後、４ケ月以内に≪京都府に　【営業年度終了変更届】　を提出しなければなりません。前年度の工事内容、工事高、工事場所等の届けが義務付けされました。
　現在、京都府では、≪　建設業許可更新申請　≫　に於いても、過去、５年間の　≪　営業年度終了届　≫　が未提出の場合、届出をしないと許可更新は受付が受理していただけません。
必ず提出にいただけますようご注意ください。
これだけは知っておきたい　建設現場の役立つ知恵

若者の飛躍した発想を重んじて計画に生かせ
施工計画を立案しようとするとき、個人の経験だけを重視する傾向が強く、ましてベテランが計画すれば、決して間違いなど起きるはずがない、と安心をしているむきがあるようだ。
ところが、一人ひとりの経験や知識というものは、極めて狭い範囲の中でしかない現場で生かされない。まして、経験した他人に話せるようなスケールの施工工事ともなれば、ほんの僅かな件数でしかないのが実情である。

これが、現実に次から次へと当面する工事の実態は、その都度全くといって良いほど、新しい装いをして現れてくる。始末が悪い。現実に己の経験や知識を土台とするものと、先輩とか、学会、業界の新しい動向を常に見極めて、対応をしなければならない。これからは、若い者達の考え方や幅広い知識を持つ若者の有効性の高い施工を進めていくためには欠かすことのできないことである。
年配者のような自己の経験から固定化してしまった価値観をベースとした発想より、むしろ未経験であるからこそ生まれてくる、飛躍した思考が出来る若者の発想を重視し、これを計画に生かすことである。こうした発想を計画の中で具現してみるとき、驚くほどの効果が発揮される経験を、数多く知らされてきている。
若者達の自由な発想や突飛な考え方、素直に表現できるような雰囲気を作って、施工の中で生かすように、手助けと補足をしてやらないで、どうしても現実のものとなってこないのである。
若者達の考えは、とかく発想そのもので止まってしまうことが多い。現実に効果的な施工ができるまで、援助しなければ問題がでる。ところが、若者達が折角出した発想を、採用しない場合の取扱い方である。なぜ採用出来なかったのか、その理由を本人が納得するまで丁寧に説明してやることが、次につなげることになる。そうしなければ、二度と再び発想など誰も出さない。
なお、若者達は「前にはこうして旨くいった』というと先輩の言葉を極度に嫌うことを知っておく必要がある。この言葉には、二つの問題を含んでいる。一つは、若者達が、指示・命令という形のものと同一視することであり、もう一つは、前の場合と前提条件が総べて同じなどということがあるものか、という反発が出てくることがある。
ちょと・ひと息≪頭の体操≫

土足厳禁――穴のあいた靴下を御履きの方以外は靴を脱いで上がってください。

禁煙－―――タバコをお吸いの方は、必ず煙と灰をお持ち帰り下さい。
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知らなかった社長


知らんぷりの社長
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